
堺市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（平成24年度～平成26年度）　進捗状況　一覧

24年度 25年度 26年度

１．地域包括ケアシステムの基盤整備

■在宅生活を支援する地域包括支援センターの充実

予防給付プラン作成
（包括プラン新規）

2,734件 707件 600件

予防給付プラン作成
（包括プラン継続）

21,133件 23,858件 24,003件

予防給付プラン作成
（委託プラン新規）

7,793件 3,728件 4,019件

予防給付プラン作成
（委託プラン継続）

55,565件 73,787件 86,695件

介護予防ケアマネ
ジメント業務

特定高齢者プラン作
成

233件 211件 145件

高齢者総合相談 64,119件 84,436件 97,519件

ネットワーク会議 1,051回 2,842回 3,068件

3
権利擁護業務（虐待
防止と適切な対処シ
ステムの構築）

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関
する法律」の施行に伴い、各区の地域包括支援センターや
地域福祉課などで高齢者虐待の相談・通報窓口を設け、高
齢者が尊厳のある生活を維持し安心した生活ができるよ
う、関係機関などと連携を図りながら適切な対応に努めて
います。また、虐待の予防・早期発見のため、高齢者虐待
に係る啓発活動、虐待防止ネットワークを構築していま
す。

地域包括支援セン
ターにおける新規虐
待対応件数

207件 223件 198件

ケアマネジャー連絡
会

219回 214回 211回

学習会・研修会・相
談会

232回 235回 184回

医療との関係強化の
取組み

137回 164回 150回

■在宅ケアのための多様なサービス基盤の充実

高齢分野の複合多問
題

294件 283件 203件

高齢分野以外 347件 444件 272件

地域住民の関わりが
必要

354件 308件 285件

校区福祉委員会数 94委員会 93委員会 93委員会

小地域ネットワーク
活動指定校区数

93校区 93校区 93校区

見守り声かけ訪問 93校区 93校区 93校区

家事援助 24校区 22校区 19校区

介護援助 5校区 6校区 4校区

外出支援 24校区 21校区 22校区

配食活動 6校区 8校区 9校区

いきいきサロン 92校区 92校区 93校区

ふれあい食事会 81校区 84校区 84校区

地域リハビリ 56校区 57校区 56校区

世代間交流 87校区 90校区 91校区

子育て支援 88校区 88校区 86校区

ふれあい喫茶 73校区 77校区 78校区

広報活動（新聞発行
等）

81校区 79校区 79校区

研修・学習活動 79校区 80校区 80校区

7
校区ボランティア
ビューロー設置の推
進

小学校区ごとに地域会館などを活用し、「情報交流・相
談・集いの拠点」となる校区ボランティアビューローの設
置を進めています。住民が身近なところに気軽に集まって
交流したり、困りごとを相談したりすることで、住民同士
のつながりづくりや生活課題の解決のための情報提供がで
きる地域づくりをめざしています。

設置校区数 78校区 78校区 83校区

8
緊急通報システム事
業

急病、事故などの緊急事態が発生した高齢者に対し、迅速
かつ適切に対応するため、高齢者宅に消防本部や委託先業
者に通報できる緊急通報装置を設置しています。

設置台数（年度末） 5,441台 5,211台 5,230台

家族介護者及び介護
についての集い参加
者数

119人 1,883人 2,518人

協力を依頼した関係
団体数

36団体 39団体 41団体

4
包括的・継続的ケ
アマネジメント支
援業務

主治医、ケアマネジャーなどとの多職種協働や、地域の関
係機関との連携を通じてケアマネジメントの後方支援を行
うことを目的とし、ケアマネジャーなどに対する日常的個
別指導・相談の受付、支援困難事例への指導助言などを
行っています。
　また、医療機関を含む関係施設やボランティアなどさま
ざまな地域における社会資源との連携・協力体制を整備
し、包括的・継続的なケア体制の構築などを行っていま
す。

本人や家族からの相談、また、地域のネットワークを通じ
ての相談などを受け、状況把握を行い、専門的・継続的な
関与又は緊急の対応の必要性を判断し、地域における適切
なサービス、関係機関又は制度利用につなげるなどの支援
を行います。

地域包括支援セン
ター（28か所、基
幹型含む）

通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標
実績

1
介護予防ケアマネジ
メント業務

要支援・要介護状態になるおそれのある高齢者（特定高齢
者）や、介護保険で「要支援１・要支援２」の認定を受け
た高齢者に対して、一人ひとりの高齢者ができる限り要介
護状態にならず、自立した日常生活を営むことができるよ
うに介護予防ケアプランを作成するとともに、サービスの
利用状況や利用者の心身の状況を把握し、必要に応じて介
護予防ケアプランの見直しを行います。

予防給付ケアマネ
ジメント業務

2 総合相談支援事業

地域包括支援セン
ター（28か所、基
幹型含む）

5

「地域福祉ねっと
ワーカー」（コミュ
ニティソーシャル
ワーカー）の配置

地域福祉を進めるうえでキーパーソンとなる「地域福祉
ねっとワーカー」（社会福祉士の資格を持つ専門職）の配
置を年次的に進めてきました。
　「地域福祉ねっとワーカー」は、生活課題を抱える人へ
の個別支援に当たるとともに、地域の活動を活性化するな
ど地域の「力」を高める支援を行い、既存の福祉関係者会
議への参加や、分野やエリアをつなぐネットワークを構築
していくことを通じて、必要なものについては、事業化、
施策化を図ることをめざして活動を行います。

実践活動

9

6

地域のつながりハー
ト事業（堺市小地域
ネットワーク活動推
進事業）への支援

ひとり暮らし高齢者などが地域の中で孤立することなく安
心して生活できるように、校区福祉委員会が行っている見
守り活動やふれあい交流活動などの地域のつながりハート
事業（堺市小地域ネットワーク活動推進事業）を、堺市社
会福祉協議会を通じ支援しています。平成20年度から個別
援助活動の活性化を図るため、地域で特に見守りが必要と
思われる方を定期的に訪問し、地域で連絡会議を行う「お
元気ですか訪問活動」の取組を行っています。

個別援助活動

グループ援助活動

校区福祉委員会活
動

家族介護支援（レス
パイト）事業

在宅介護を継続する上で介護者が感じる不安や悩みの解
消、心身の疲れの回復をめざし、家族介護者が社会との交
流を維持する機会や家族介護者同士の共感の場の創出を図
るとともに、地域・社会にレスパイトケア（介護者の休
養）の概念を広げるために普及啓発に取り組んでいます。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

10
家族介護慰労金支給
事業

低所得世帯に属する重度の要介護者（要介護4又は5の方）
が、一定期間何らかの事情により介護保険サービスを利用
しない場合、当該高齢者を在宅で介護している同居家族を
対象に、当該家族の精神的・経済的負担の軽減を目的とし
て、年10万円を支給しています。

支給件数 9件 8件 7件

11 紙おむつ給付事業

満65歳以上の市民税非課税世帯に属する高齢者で、要介護3
～5又は要介護3～5に相当すると認められた高齢者（生活保
護世帯及び介護施設に入所している方を除く。）に対し、1
か月9,000円を上限におむつを給付することにより、自宅又
は病院などでおむつを使用している高齢者の福祉の向上及
びその家庭の経済的負担の軽減を図っています。

支給件数 21,353件 22,841件 20,219件

２．認知症対策の推進

■関係機関が連携した認知症高齢者への支援体制の充実

12

市町村認知症施策総
合推進事業（認知症
地域支援推進員の配
置）

認知症疾患医療センターが整備されたことに伴い、認知症
の医療や介護における専門的知識を有する者を認知症地域
支援推進員として配置し、地域における認知症ケア体制及
び医療との連携体制の強化を図るため、次の業務を行いま
す。
・認知症疾患医療センターや権利擁護の専門家などとネッ
トワークを構築し、専門的・継続的な相談援助を行いま
す。
・他の地域包括支援センターに対する専門的見地からの具
体的な相談・援助を行います。

認知症地域支援推進
員

2人 2人 2人

認知症サポート医
養成数

20人 25人 29人

かかりつけ医認知症
対応力向上研修
修了者数

29人 32人 40人

認知症介護実践研修
（実践者研修）修了
者数

845人 914人 1,064人

認知症介護実践研修
（実践リーダー研
修）修了者数

165人 196人 225人

認知症介護指導者養
成研修修了者数

11人 13人 14人

認知症介護指導者
フォローアップ研修
修了者数

8人 9人 10人

■認知症予防活動の充実

開催回数 339回 280回 303回

参加者数 1,624人 1,932人 2,242人

■認知症に関する啓発と認知症サポーター等の養成

認知症キャラバン・
メイト数（年度末現
在）

322人 409人 417人

認知症サポーター数
（年度末現在）

17,133人 21,733人 28,201人

３．高齢者の権利擁護

■高齢者虐待防止ネットワークの一層の充実

17
虐待防止と適切な対
処システムの構築

「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関
する法律」の施行に伴い、各区の地域包括支援センターや
地域福祉課などで高齢者虐待の相談・通報窓口を設け、高
齢者が尊厳のある生活を維持し安心した生活ができるよ
う、関係機関などと連携を図りながら適切な対応に努めて
います。また、虐待の予防・早期発見のため、高齢者虐待
に係る啓発活動、虐待防止ネットワークを構築していま
す。

地域包括支援セン
ターにおける新規虐
待対応件数

207件 223件 198件

■成年後見制度等の活用に向けた体制の充実

18
権利擁護サポートセ
ンターの設置

区役所地域福祉課や地域包括支援センターなどのさまざま
な相談機関に対して、権利擁護を必要とする事例のスー
パーバイズなどを行う（仮称）権利擁護サポートセンター
を設置し、権利擁護に係る専門的支援を強化します。

市民後見人バンク
登録者数

ー 30人 41人

16

15 ひらめき脳トレ教室

平成２３年度から一般高齢者事業と特定高齢者事業を統合
し、市内６か所で、軽い有酸素運動や、読み書き計算、グ
ループによる脳活性化プログラムを組み合わせた教室を開
催しています。

認知症に関する普及
啓発事業（認知症サ
ポーター養成講座）

認知症を正しく理解し、認知症高齢者やその家族を温かく
見守る「認知症サポーター」を養成する『認知症サポー
ター養成講座』や、当講座の講師役（キャラバン・メイ
ト）を養成する『認知症キャラバン・メイト養成講座』を
開催しています。
認知症サポーターは、日常生活の中で認知症高齢者に出
会ったときに、その高齢者の尊厳を損なうことなく適切に
対応することができ、また、その知識を広めるなどの活動
を行うことにより、認知症高齢者やその家族を温かく見守
ります。

13
認知症地域医療支援
事業

認知症になっても、身近な存在であるかかりつけ医や専門
医から適切な診療を受けながら、住み慣れた地域で暮らし
続けるために、診療スキル向上を図るための研修や医療連
携の推進を図っています。
認知症サポート医（かかりつけ医への助言その他の支援を
行い専門医療機関や地域包括支援センターなどとの連携の
推進役）を養成し、かかりつけ医として必要な認知症診療
の知識や技術などの習得を目的とした研修などを開催して
います。

14
認知症介護実践者等
養成事業

介護保険事業所などにおいて、認知症高齢者の介護に従事
する者に対して、認知症介護に係る実践的研修を実施する
ことにより、介護技術の質を向上し、認知症高齢者に対す
る介護サービスの質の向上を図ります。
また、実践者研修の企画、カリキュラム作成を行い、講師
を務める認知症介護指導者を養成します。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

市長申立件数 20件 28件 36件

申立事務経費等
給付件数

9件 9件

講演会実施数 １回 １回 １回

講演会参加者数 115人 149人 250人

利用申込受付件数 83件 53件

契約件数
（年度末現在）

176件 218件 243件

定期訪問回数 2,885回 3,700件 4,104件

４．高齢者の住まいの整備

■ユニバーサルデザインを取り入れた公共住宅の整備

22
ユニバーサルデザイ
ンを取り入れた公共
住宅の普及促進

老朽化した市営住宅の建替えに当たっては、スロープの設
置など屋外環境も含め、高齢者はもとより誰もが生活しや
すい住宅を建設しています。
また、加齢などに伴い、現在の住まいでは生活しづらく
なった場合でも、軽微な改造により、住み続けることがで
きるよう工夫しています。

市営住宅建替戸数 ― 193戸 ―

シルバーハウジング
戸数

71戸
（3団地）

71戸
（3団地）

71戸
（3団地）

派遣戸数 71戸 71戸 71戸

■良質なサービス付き高齢者向け住宅の確保

24
サービス付き高齢者
向け住宅事業の的確
な運用

バリアフリー構造などを有し、介護・医療と連携して、高
齢者を支援するサービスを提供する「サービス付き高齢者
向け住宅」の登録簿を住宅まちづくり課、高齢施策推進課
などに備え付け、情報提供を行っています。

登録物件数
登録戸数

29件
1,233戸

48件
1,874戸

53件

■住宅改修等の推進

25
高齢者住宅改修費助
成事業

在宅の高齢者が住み慣れた地域で自立し、又は介護を受け
て、安心して生活することができるよう日常生活の基礎と
なる住宅の改善を促進し、介護予防及び生活の利便性の向
上を図るために、自立者に対しては介護保険と同じ内容の
工事を20万円を限度に、要介護者などに対しては介護保険
対象外の工事を30万円を限度に助成しています。

助成件数 429件 186件 124件

26
住宅改修支援事業
（住宅改修理由書作
成助成）

介護保険における住宅改修費の支給は、担当のケアマネ
ジャーが作成する住宅改修理由書などにおいて住宅改修の
必要性が認められた被保険者に対し行われます。居宅介護
支援の提供を受けていない要介護（要支援）者の場合、専
門的見地からの住宅改修の理由書の作成が別途必要となる
ため、住宅改修理由書作成が円滑に行われるように、作成
を担当した専門家（ケアマネジャーの属する指定居宅介護
支援事業所及び作業療法士などの専門的知識を有すると認
められる方）に対し理由書作成手数料を支給しています。

支給件数 314件 430件 303件

５．介護サービスの質の向上と円滑な利用

■介護保険制度に関する啓発、相談、苦情対応等の一層の充実

27 介護相談員派遣事業

介護保険サービス利用者などの相談に応じる第三者（介護
相談員）を、派遣希望のある介護保険事業所へ派遣し、利
用者のサービスに関する疑問や不満・不安などの解消を図
ります。
この事業では、介護相談員という第三者が事業者を訪問、
相談に応じることで、利用者の苦情を含めた意見表明の機
会を確保し、疑問などの解消を図ります。同時に、事業者
においても、サービスに対する利用者の不満や意見などに
ついて相談員を通じて把握することで、サービスの質と利
用者満足度向上の機会を得ることができるようになりま
す。

派遣回数 139回 84回 140回

■これからの福祉・介護サービスを担う人材の確保

参加者数
162人
33社

405人
85社

1,274人
417社

コンサルティング実
施により効果が認め
られた事業者数

11社のうち
7社

9社のうち
9社

39社のうち
39社

19
成年後見制度利用支
援事業

認知症など判断能力が不十分で、身寄りがないなど、親族
による申立てができない状況にある高齢者に対して、本人
に代わって市長が成年後見の申立てを行うに当たり、費用
などの負担ができない場合に、申立事務に係る経費及び後
見人への報酬を支給しています。

成年後見制度PR事業20

21
堺市日常生活自立支
援事業（地域福祉権
利擁護事業）の活用

社会福祉協議会では、認知症や知的障害、精神障害などに
より判断能力が低下してきている高齢者などの権利を守る
ため、堺市日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事
業）を実施しています。

23
シルバーハウジング
への生活援助員の派
遣

シルバーハウジングに生活援助員を派遣し、入居者の相談
などに応じています。

制度の概要や手続などについてまだ周知が充分でないこと
から、家族や民生委員児童委員、介護事業者などの支援者
に対して、制度の広報・周知を図り、利用を促進するた
め、啓発冊子の作成や講演会の開催に取り組んでいます。

28
介護人材確保・育成
支援事業

進みゆく高齢社会を担う良質な介護人材の確保を図るた
め、介護職の魅力を発信するセミナー、相談会及び職場見
学会などを開催し、求職者と市内介護事業所とのマッチン
グに努めます。
また、市内介護事業所に対するコンサルティングを実施
し、介護職員の定着促進及び質の高い介護サービスの提供
に資する体制づくりを進めます。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

■事業者への指導、研修機会等の充実

居宅サービス等事業
者

12件 118回 178回

地域密着型サービス
事業者

43件 44回 41回

介護老人福祉施設
介護老人保健施設

25件 32回 30回

■介護給付適正化事業の推進

新規採用調査員研修
及び現任調査員研修

7回 15回 13回

委託等調査の点検 1,438件 1,623件 1,880件

31
給付費通知による
点検

サービス利用者自身が利用している介護サービス費につい
て、利用者サイドから点検できるように、利用者に対し、
利用事業所名、利用サービス種類、利用回数、介護保険
サービス費用総額などを記載した通知（給付費通知）を、
本人へ年に複数回送付します。

介護給付費通知発送
延人数

123,429人 137,887人 147,934人

32
医療情報との突合
点検

医療サービスと介護保険サービスの重複請求のチェックを
行い、介護サービス事業者に対し、適正な給付請求を指導
します。

過誤申立件数 11件 7件

0件
※点検実施した
が、過誤申立に
至らなかった。

33 縦覧点検
算定回数やサービス間の整合性など、介護サービス費の請
求内容を点検し、介護サービス事業者に対し、適正な給付
請求を指導します。

過誤申立件数 466件 408件 34件

派遣依頼件数 368件 363件 353件

指導件数 30件 22件 5件

35 ケアプラン点検
利用者の自立支援に資する介護保険サービスが適正にケア
プランに位置づけられているかを点検し、必要に応じて居
宅介護支援事業所に指導助言を行います。

点検事業所数 59ヶ所 75ヶ所 68ヶ所

36
福祉用具購入・貸
与調査

軽度者の福祉用具貸与をケアプランで位置づける場合は、
介護支援専門員から事前に提出された届出などにより確認
を行っていきます。

過誤申立件数 615件 348件 34件

37 給付実績の活用
大阪府国民健康保険団体連合会からの給付実績などの情報
を活用して、不適正・不正な給付を防止します。

過誤申立件数 25件 3,104件 24件

６．健康づくりの支援

■高齢者の視点に立った健康づくりメニューの充実と普及啓発

胃がん検診 受診率 3.8% 3.6% 3.6%

肺がん検診 受診率 4.0% 4.6% 3.8%

大腸がん検診 受診率 12.7% 12.9% 13.4%

子宮がん検診 受診率 21.6% 22.4% 23.4%

乳がん検診 受診率 15.7% 14.9% 16.2%

骨粗しょう症予防
検診

受診者数 1,083人 1,078人 1,112人

歯科検診 受診者数 625人 806人 747人

歯科相談 相談者数 1,288人 1,271人 1､353人

40
生活習慣病予防のた
めの健康教育の実施

40歳以上の市民やその家族を対象に、生活習慣病予防、健
康増進などの健康に関する正しい知識の普及を図ることに
より、壮年期からの健康の保持増進を図っています。
保健センターでは、医師や保健師、栄養士、歯科衛生士な
どによる健康づくりのための教室を開催し、各種の健康教
育修了者に対し自主活動の支援を積極的に推進していま
す。

開催回数 540回 552回 531回

29
介護サービス事業者
への指導・助言

適正適法なサービスを確保するために、介護保険サービス
事業所に対し指導助言を行うとともに、定期的に実地指導
を行います。さらに、悪質なケースについては、監査を実
施し、公正かつ適切な措置をとります。
また、個別の事業所などの指導だけでなく、集団指導や研
修を通じて事業所などやその従業者に対して基礎的な法令
などや身体拘束ゼロに向けた取組の周知を図り、適正な介
護保険サービス事業所などの育成、利用者本位のサービス
提供の確保を進めます。

実地指導

30
認定訪問調査の点
検

認定訪問調査は、職員により実施されていますが、職員研
修の実施や本人の状態を正確に説明できる方の同席のもと
調査を行うなど、適正な認定訪問調査を引き続き行いま
す。また、委託による調査に関しても、保険者による認定
調査内容の点検を行っています。

34 住宅改修の適正化

住宅改修を行った利用者の自宅へ、１級又は２級建築士の
有資格者（いずれもシルバー人材センター登録の方）を調
査員として派遣し、申請書類と工事内容の確認を行いま
す。
確認の結果、不適正な工事があった場合には、本市が当該
事業所に指導を行い、特に悪質な事業者に対しては、受領
委任払いの停止などの措置を行います。

38
各種検診の推進（が
ん検診、骨粗しょう
症予防検診）

がんを早期に発見し、治療に結びつけるために、５つのが
ん（胃がん・肺がん・大腸がん・子宮がん・乳がん）検診
を実施しています。
また、１８歳以上の市民を対象に骨粗しょう症に関する正
しい知識の普及を図り、啓発することによりその発症を未
然に防ぐことを目的とし、骨粗しょう症予防検診を実施し
ています。

39
成人歯科検診と歯科
相談の充実

40歳以上の市民を対象に、市内の実施医療機関での歯科検
診や、毎月1～2回の各区保健センターでの歯科相談を実施
し、歯周病など歯科疾患の早期発見、保健指導を行うこと
により口腔の健康維持を図っています。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

41 健康相談の実施

40歳以上の市民やその家族を対象に、心身の健康に関する
個別の相談に応じ、必要な指導や助言を行っています。主
に保健センターが中心となり、生活習慣病や健康づくりの
相談に応じています。

相談件数 11,350人 9,552人 10,045人

■地域に根ざした健康づくりの実践の促進

自主活動グループ育
成数

5グループ 6グループ 7グループ

健康づくりリーダー
育成数

12人 15人 17人

教室実施回数 39回 42回 39回

教室参加者数 752人 698人 644人

43
口腔機能向上のサ
ポーター育成（８０
２０メイト）

口腔機能の向上を含めた口腔の健康づくりを地域に広げる
ために、自主活動グループの育成や、その活動を支援して
います。

グループ数
7グループ
（各区）

7グループ
（各区）

7グループ
（各区）

７．介護予防の充実

■介護予防の地域展開と基盤整備

開催回数 588回 606回 642回

参加者数 10,386人 10,406人 11,522人

開催回数 468回 443回 540回

参加者数 14,021人 13,176人 15,302人

開催回数 189回 164回 151回

参加者数 4,377人 3,428人 2,975人

自主活動ｸﾞﾙｰﾌﾟ育成
数

5グループ 12グループ 8グループ

健康づくりﾘｰﾀﾞｰ育成
数

12人 30人 16人

教室実施回数 40回 50回 48回

教室参加人数 918人 1,466人 1,463人

48
健康づくりグループ
活動発表イベント

健康づくりに主体的に取り組む市民を増やし、各区の保健
センターが育成・支援している健康づくり自主活動グルー
プの活性化を図るため、自主グループの交流、各区の活動
発表、各区ブースでの活動パネルの展示などの内容の市全
体のイベントを年1回実施しています。
イベントの企画・運営は、各区の健康づくり自主活動グ
ループの代表からなる「さかい健康づくり推進委員会」と
行政が市民協働で実施しています。

開催回数 1回 1回

50回
平成26年度
より各区主
体のグルー

プ支援と
なったため

49
高齢者いい歯自慢コ
ンテスト

生涯を通じた口腔の健康づくりを目的に、80歳以上で自分
の歯を20本以上保持している市民を、ポスター掲示、広報
さかいなどにより募集し、各保険センターにて審査をし、
表彰対象者を選出しています。

表彰者数 81人 87人 76人

50
栄養ボランティア活
動支援

地域で会食や配食を行っているボランティアグループへの
支援を行っています。

支援したグループ数 4グループ 4グループ 3グループ

51
在宅保健専門職（栄
養士・歯科衛生士）
の活動支援

地域のボランティア栄養士・歯科衛生士によって結成され
た専門職サポーターグループの充実を図り、高齢者の栄養
改善・口腔機能の向上に資するよう、活動支援を行ってい
ます。

グループ数 1グループ 1グループ 1グループ

■介護予防対象者への適切なサービスの提供

52 特定高齢者把握事業

65歳以上の高齢者を対象に、25項目からなる生活機能に関
する基本チェックリストや生活機能検査を行い、要支援・
要介護の状態になるおそれのある高齢者を把握し、介護予
防事業の参加を促します。
また、介護保険の認定で自立と判定された高齢者、ひとり
暮らしの高齢者、閉じこもり予防のための指導が必要な高
齢者などを対象に、保健師などが家庭を訪問し、特定高齢
者の把握につなげるとともに本人やその家族に必要な保健
指導を行っています。

基本チェックリスト
実施人数

22,797人 27,388人 483人

42
健康づくり自主活動
グループや地域リー
ダーの育成・支援

市民主体の健康づくりを地域に広げていくために、新たな
健康づくりを推進する自主活動グループやリーダーの育
成・支援を行っています。
各保健センターでは、健康づくり自主活動グループのネッ
トワークができています。

地域型げんきあっぷ
教室

65歳以上の高齢者を対象に転倒予防や体力増進を目的とし
た体操などを行う地域型げんきあっぷ教室を開催していま
す。

45 介護予防・健康教室
保健センター及び地域会館などにおいて、介護予防や健康
づくり全般に関する講座を実施しています。

44

46
介護予防教室（在宅
介護支援センター
等）

在宅介護支援センターなどで、介護予防の講話・住民の自
主グループ活動の育成や支援などに関する教室の開催など
を行っています。

47
自主活動グループ等
の育成事業

介護予防のための新たな自主活動グループやリーダーの育
成支援を行っています。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

開催回数 296回 288回 279回

参加者数 712人 829人 669人

開催回数 59回 78回 52回

参加者数 137人 194人 126人

開催回数 64回 53回 50回

参加者数 1,177人 1,635人 937人

実施回数 37回 30回 18回

参加者数 52人 34人 18人

開催回数 62回 92回 90回

参加者数 1,332人 1,876人 2,120人

58

特定高齢者訪問型介
護予防事業（うつ・
認知症・閉じこもり
訪問指導）

特定高齢者把握事業により把握された閉じこもり、認知
症、うつなどのおそれのある特定高齢者などを対象に、保
健師などが居宅を訪問し、必要な相談・指導を実施してい
ます。

訪問指導回数 173回 95回 97回

59
ふれあいデイサービ
ス

自立生活の支援、社会的孤立感の解消、心身機能の維持向
上を図るため、おおむね65歳以上の在宅のひとり暮らしの
高齢者などのうち、介護保険の対象とならない、家に閉じ
こもりがちな虚弱高齢者であって、日常生活を営むのに支
障がある方を対象に、週1回デイサービスセンターにおいて
通所サービスを提供しています。

利用者数 1,219人 1,183人 1,189人

60
高齢者生活援助員派
遣事業

介護保険の対象とならない65歳以上の高齢者で、傷病など
の理由で一時的な機能低下により日常生活に支障がある方
を対象に生活援助員を最長3か月以内、週1回又は2回（1回
当たり1時間半程度）派遣しています。

派遣回数 631回 576回 525回

61
生活管理指導短期宿
泊事業

介護保険の対象とならない65歳以上のひとり暮らしの高齢
者などを、一時的に擁護する必要がある場合に、要介護状
態への進行を予防する観点から、養護老人ホームなどに年
間で7日程度の短期入所を実施することにより、生活習慣な
どの指導を行うとともに体調調整を行っています。

入所日数 0日 0日 0日

62
失語症リハビリテー
ションの実施

脳卒中や交通事故の後遺症による言語機能障害のある方の
閉じこもりの予防と、社会参加のための意欲や手段の獲得
のため、言語機能の維持・回復を図り、また、ことばの障
害への理解を深めます。

参加者数 503人 436人 304人

８．高齢者の社会参加と生きがいづくりの支援

■情報提供ときっかけづくり等の充実

63 おでかけ応援バス

生きがいづくり活動の支援の一環として、高齢者の外出支
援・社会参加を促すことを目的とし、満65歳以上の高齢者
を対象に、毎月5、10、15、20、25、30日の月6回、市内郵
便局で発行している「おでかけ応援カード」をバス降車時
に運転手へ提示することにより、南海バス・近鉄バスを１
乗車100円で利用できる事業を実施しています。

1日平均
利用者数

17,855人 18,924人 20,313人

64
高齢者の社会参加・
仲間づくり・健康づ
くり支援

住み慣れた地域でいつまでも元気でいきいきと暮らすこと
を支援するために、保健センターでは、保健師などが身近
な社会参加の場として、ボランティアが中心となる主体的
な地域グループを育成・支援しています。

実施箇所数 223か所 219か所 237箇所

65
生涯学習情報提供シ
ステム（ポータルサ
イト）事業

生涯学習情報提供サイトをリニューアルし、学習講座、生
涯学習団体・サークル、生涯学習指導者などのさまざまな
生涯学習に関連する情報を一元的に収集し、提供します。
また、リンク対応によりポータルサイトを起点として、さ
まざまな学習内容の詳細な情報を取得できる仕組みづくり
や見やすく・分かりやすい掲載方法に努め、誰でも容易に
学習情報を入手できるシステムの運用を進めます。

ホームページへのア
クセス数

219,253件 508,731件 552,751件

53
運動器機能向上教室
（げんきあっぷ教
室）

生活機能評価を実施した結果、運動器機能の低下がみられ
る特定高齢者を対象に、運動器機能向上のための筋力・持
久力などのプログラムを実施し、要介護状態になることを
予防します。

54
口腔ケア機能向上教
室（口腔ケアおしゃ
べり道場）

生活機能評価を実施し、口腔機能に一定の低下が認められ
た特定高齢者を対象に、歯科医師・歯科衛生士・言語聴覚
士などが口腔機能向上のためのプログラムを実施していま
す。

地域の老人クラブなどに働きかけて、口腔機能の向上の出
前講座を実施し、歯間部清掃用具の使用方法や口の体操を
アドバイスするなどして、口腔機能の向上の取組を日常生
活に取り入れることをめざして実施しています。

55
口腔機能の向上普及
啓発事業

56
栄養改善教室（栄養
改善ちゃんこクラ
ブ）

低栄養状態にある、又はその恐れのある対象者に対し栄養
改善プログラムを実施することで、低栄養状態を改善し、
要介護状態となることを予防します。
管理栄養士が事前アセスメントに基づき個別的な栄養相
談、集団的な栄養教育などを実施しています。
継続参加者において、体重増加・栄養状態の改善効果が見
られています。

57
低栄養予防出前啓発
事業

高齢者が、低栄養（食欲がない、食べられない、食事がお
いしくない、栄養不足など）の状態になることを防ぐため
に、健康教育（栄養教室）などを地域に出向いて実施し、
バランスの良い食事の摂取や食を楽しめるような働きかけ
を行っています。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

堺老人福祉センター
延利用者数

100,300人 95,017人 88,471人

中老人福祉センター
延利用者数

71,211人 73,745人 75,278人

東老人福祉センター
延利用者数

103,525人 103,539人 101,956人

西老人福祉センター
延利用者数

83,417人 80,435人 79,384人

南老人福祉センター
延利用者数

79,030人 81,441人 81,610人

北老人福祉センター
延利用者数

101,278人 98,296人 99,062人

美原老人福祉セン
ター延利用者数

41,130人 42,603人 44,694人

67 老人集会室の整備
老人クラブ活動及び高齢者の趣味、レクリエーションなど
の身近な活動拠点として、老人集会室を小学校区に１か所
整備を進めています。

整備箇所数 50か所 51か所 51か所

利用件数 4,285件 4,683件 4,877件

利用人数 119,852人 118,047人 132,421人

利用件数 688件 790件 784件

利用人数 8,999人 9,651人 9106人

利用件数 2,889件 2,983件 2,843件

利用人数 31,050人 41,884人 43,338件

■地域活動や生涯学習、生きがいづくりの一層の充実

会員数 48,069人 47,012人 45,421人

老人クラブ数 747か所 515か所 515か所

70
ねんりんピックへの
参加

ねんりんピックは、60歳以上の高齢者を中心とした健康と
福祉の総合的な祭典であり、明るく活力に満ちた高齢社会
の実現をめざすものです。各種スポーツ競技や、美術展の
開催などのイベントを通じて、参加者相互の交流を図って
います。
　政令指定都市への移行に伴い、平成19年度から堺市在住
の60歳以上の高齢者を対象に、種目別に選考会を開催して
代表選手を選考し、堺市選手団として参加しています。

選手団人数 93名
137名

（派遣要請
人数182人）

122名（派遣
要請人数190

人）

会員数 6,342人 6,043人 5,964人

契約件数 15,647件 16,371件 17,445件

契約高 1,852,355千円 1,899,492千円 2,023,814千円

就業延人数 507,382人 508,882人 532,411人

補助件数 1件 1件 0件

相談件数 7件 6件 12件

講演内容

（１）「高
年齢者雇用
安定法の改
正点につい
て」講師：
大阪高齢・
障害者支援
センター高
年齢者雇用
アドバイ
ザー　杉本
友彦氏
（２）「定
年引上げ等
奨励金につ
いて」　講
師：大阪高
齢・障害者
雇用支援セ
ンター　遠
藤章氏

（１）講演：
｢改正高年齢
者雇用安定法
について｣
講師：（独）
高齢・障害・
求職者雇用支
援機構　大阪
高齢・障害者
支援センター
高年齢者支援
アドバイザー
杉本友彦氏
（２）講演：
「高年齢者雇
用安定助成金
について」
講師：（独）
高齢・障害・
求職者雇用支
援機構　大阪
高齢・障害者
支援センター
職員 松山則
夫氏

（1）講演
テーマ：「高
齢化時代の賃
金制度」
講　師：独立
行政法人高
齢・障害・求
職者雇用支援
機構　大阪高
齢・障害者支
援センター
高年齢者雇用
アドバイザー
（2）「高年
齢者雇用安定
助成金」につ
いての説明

参加社数 19社

66
老人福祉センターの
運営

60歳以上の高齢者に対し、各種の相談に応ずるとともに、
健康の増進、教養の向上及びレクリエーションのための便
宜を総合的に供与することを目的に、各区に1か所ずつ老人
福祉センターを設置し、指定管理者により管理運営を行っ
ています。

68 活動場所確保の支援

地域福祉活動などの拠点の一つとして、美原総合福祉会館
の運営と、堺市総合福祉会館の管理運営に対する支援を
行っています。
また、市と社会福祉協議会との協働で「堺市民活動サポー
トセンター」を開設し、市民活動の拠点としての事務所・
簡易事務室の貸し出しやミーティングルーム、作業室の提
供を行っています。
各区に開設している「区民プラザ」でも、ミーティングス
ペースや印刷機などの活動機材の提供を行っています。

堺市総合福祉会館

美原総合福祉会館

堺市民活動サポー
トセンター

69 老人クラブの活性化

老人クラブでは、高齢者の知識、技術及び経験を生かし、
豊かな生活を送ることを目的として、教養講座の開催や健
康増進活動、社会奉仕活動の三つを柱に活動を行っていま
す。
　また、歳末助け合い運動や地域の公園の清掃、老人ホー
ム慰問などの社会奉仕活動により、活動者は地域の構成員
として、大きく期待されています。

高齢者を中心としたグループが、生きがいづくりと就労を
結びつけた活動を実施する場合に、組織づくりから事業が
具体化するまでの課題に対し助言を行い、設備などの整備
に係る経費の助成を行っています。

71
シルバー人材セン
ター

社団法人堺市シルバー人材センターでは、就業を希望する
定年退職者、その他高年齢退職者などに対し、臨時的かつ
短期的又は軽易な就業の機会を提供し、高齢者自らの生き
がいの充実や社会参加を推進しています。
　シルバー人材センターの契約件数は、年々増加していま
す。

73
高年齢者雇用推進セ
ミナーの開催

高年齢者の雇用機会の確保を促進するため、事業主に対
し、高年齢者雇用を取り巻く環境や雇用対策法の改正内容
の周知などを行っています。また、高年齢者の長年培われ
た技能や経験が企業経営に生かされるように、毎年10月の
高年齢者雇用支援月間に、（社）大阪府雇用開発協会の主
催により、ハローワーク堺、堺市の共催で、高年齢者雇用
促進セミナーを開催しています。

72
就労的生きがいづく
り活動の支援
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

助成件数 88件 69件 85件

助成額 8,126,743円 8,668,000円 8,801,270円

75 世代間交流の拡充
校区福祉委員会が実施する「小地域ネットワーク活動」の
中で、地域の高齢者と子どもや子育て中の保護者などとの
交流事業に多くの校区が取り組んでいます。

実施校区数 87校区 90校区 91校区

■学習成果を地域の中で活用できる場づくり

SSひろば堺東の利
用促進

利用者数 延2,758人 延2,628人 延3,093人

市民向け講座 参加者数 延235人 延324人 延241人

77 いきいき堺市民大学

セカンドステージ応援団の取組の一つとして、地域社会に
貢献できる人材の養成や生きがいづくりを目的に、大阪府
立大学との共催により「いきいき堺市民大学」を開講し、
地域活動・市民活動への参加誘導を行うことをめざしてい
ます。

受講生数 449人 535人 623人

ボランティア個人登
録人数

1,676人 1,762人 1,725人

ボランティアグルー
プ登録数

249グループ
7,997人

261グループ
8,275人

257グループ
7,961人

ボランティア相談件
数

1,987件 2,134件 2,241件

79
ボランティア講座の
開催

堺市社会福祉協議会各区事務所において、地域の福祉活動
の紹介や発表など、ボランティアに興味を持っていただ
き、活動のきっかけづくりとなるような講座を開催してい
ます。

開催回数 13回 18回 18回

会員数 645人 602人 606人

育苗数 196,000株 186,993株 188,143株

81
地域福祉活動情報収
集・発信の支援

市民活動を支援するために、ボランティア相談コーナー
や、ボランティア情報センター、堺市民活動サポートセン
ターなどでは、パンフレットラック・ホームページ・メー
ルマガジンなどを利用して、地域福祉活動情報の収集・発
信を行っています。また、校区ボランティアビューローと
して、身近な地域会館などに、「情報交流・相談・集いの
拠点」を設けています。
　ＮＰＯ活動への支援については、堺市民活動コーナーに
て、法人化や助成制度などの相談・支援を行っています。

ボランティア情報セ
ンターのホープペー
ジへのアクセス数

44,118件 42,249件 42,776件

９．高齢者にやさしいまちづくり

■都市環境のバリアフリー化の推進、ユニバーサルデザインの一層の普及促進

協議件数 33件 30件 25件

工事完了 21件 13件 18件

ノンステップバス導
入補助導入台数

4両
（うちCNG2

両）
0両 2両

特定道路に指定され
た歩道のバリアフ
リー化の進捗率

75.6% 80.0% 85.6%

74
ふれあい基金の充実
と地域福祉活動に対
する支援

平成2年度から篤志家による指定寄付金と本市一般財源を積
み立てて地域福祉推進基金（愛称：ふれあい基金）を設置
し、その運用益金などを、地域福祉を推進するための事業
経費や助成金に充てています。市民の自主的な福祉活動・
地域活動に対する助成を行うことで、活動の活性化、福祉
活動への広報・周知などを行っています。

堺市社会福祉協議会が、各区役所などに設置している各区
事務所にボランティア相談コーナーを設置し、ボランティ
アの登録、需給調整、活動の相談などを行っています。
　また、同協議会ボランティア情報センターでは、情報収
集を行い、ボランティアに関する総合的な相談に応じてい
ます。

76
セカンドステージ応
援団事業

定年退職者などのシニア層の力を地域活動や市民活動に活
かすとともに、健康の保持や地域の活性化をめざし、事業
を実施しています。企画に市民の声を反映させるため、公
募などにより市民企画委員を募集しており、「市民と行政
の協働」を実践しています。
　活動拠点として、堺東駅近くに「ＳＳひろば堺東」を開
設し、情報紙の発行、講座の企画・実施、趣味の集まりや
シニア世代のグループなどへの貸出、作品展示などを行
い、地域デビューのための支援を行っています。

78
高齢者のボランティ
ア活動の支援

83
福祉のまちづくり環
境整備の指導

すべての市民が社会活動を行ううえで安全かつ容易に施設
などを利用できることをめざして、大阪府福祉まちづくり
条例などに基づき、民間建築物に係る整備の指導を行って
います。また、既存の公共施設や鉄道駅舎、公園、道路な
どについても改善要望や意見具申を行っています。

80
花のボランティア活
動の推進

花のボランティア“花いっぱいやさかい”の会員による、
種から花苗を育てる『花づくり』、花苗を植える『花かざ
り』、水やりなどの世話を行う『花守(も)り』の活動をサ
ポートし、市民協働のもと、適切に役割分担しながら身近
なまちの緑づくりに取り組んでいます。
　花のボランティア活動には高齢者の参加もあり、参加者
は、生きがいを得るとともに、花と緑のまちづくりに貢献
しています。

84
公共交通機関や道路
等の一体的な整備の
促進

誰もが移動しやすく安全快適で活力のあるまちづくりをめ
ざし、公共交通事業者が行う鉄道駅舎やバス車両のバリア
フリー化事業について、国、地方公共団体が事業費の一部
を助成することにより、整備を促進しています。
　また、歩道の段差、勾配、舗装面の改良や視覚障害者誘
導用ブロックの設置、道路上の不法駐輪など、道路のバリ
アフリー化を進めています。
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24年度 25年度 26年度
通番 掲載項目 事業内容 細事業 指標

実績

■災害時における要援護高齢者支援体制の一層の充実

85
避難行動要支援者の
避難支援の仕組みづ
くり

本市では、平成19年度から「災害時要援護者対策を進める
校区自主防災活動モデル事業」を2校区で実施し、その実践
結果を踏まえ、地域での要援護者の避難支援の具体的な進
め方や取組などをまとめた「堺市民のための地域で進める
災害時要援護者避難支援ガイドライン」を平成20年9月に策
定しました。
　災害時要援護者の避難支援を含め、地域の防災力の向上
のため、地域団体である堺市自治連合協議会、堺市民生委
員児童委員連合会、堺市校区福祉委員会連合協議会、赤十
字奉仕団などの連携も始まっています。

避難行動要支援者支
援の取り組み状況

6校区 71校区 86校区

86
福祉避難所の指定及
び運営

「堺市地域防災計画」に基づき、災害時における要援護高
齢者などの被災状況の把握に努めるとともに、継続的な福
祉サービスの提供や、福祉避難所への避難及び社会福祉施
設などへの緊急一時入所を円滑に行えるよう検討するとと
もに、寝たきりの高齢者や障害者など一般の避難所で共同
生活が困難な人が安心して避難生活ができるよう、福祉避
難所の整備を進めています。

福祉避難所指定数
（民間施設含む）

73か所 80か所 80か所
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